
マ
ネ
ロ
ン・テ
ロ
資
金
供
与
対
策
の

あ
る
べ
き
方
向
性

「
リ
ス
ク
ベ
ー
ス
・
ア
プ
ロ
ー
チ
」
に
対
す
る

経
営
陣
の
認
識
が
課
題

金
融
庁
　
総
合
政
策
局
長

佐
々
木 

清
隆

金
融
庁
は
、
マ
ネ
ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
お
よ
び
テ
ロ
資
金
供
与
（
以
下
、
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
）

対
策
に
つ
い
て
、
来
年
の
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
（
注
１
）
第
４
次
対
日
相
互
審
査
も
見
据
え
た
う
え
で
、「
官
民
連
携
を
強

化
し
『O

ne V
oice

』
で
対
応
す
る
こ
と
が
重
要
」
と
の
考
え
の
も
と
、
こ
れ
ま
で
各
金
融
機
関
の
態
勢
高

度
化
を
促
す
た
め
の
さ
ま
ざ
ま
な
取
組
み
を
行
っ
て
き
た
。
本
稿
で
は
、
こ
の
「
中
間
検
証
」
と
し
て
、
こ

れ
ま
で
の
金
融
庁
に
よ
る
取
組
み
や
他
国
の
審
査
状
況
な
ど
を
振
り
返
る
と
と
も
に
、
わ
が
国
の
マ
ネ
ロ
ン

・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
に
お
け
る
課
題
に
つ
い
て
述
べ
る
こ
と
と
す
る
。

マ
ネ
ロ
ン
対
策「
中
間
検
証
」

特集ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
公
表

　

国
際
社
会
に
お
け
る
テ
ロ
の
脅
威

や
地
政
学
的
リ
ス
ク
が
高
ま
る
中
で
、

Ｇ
20
の
共
同
宣
言
に
も
明
記
さ
れ
て

い
る
よ
う
に
（
注
２
）、
そ
れ
ぞ
れ
の

国
・
地
域
に
お
け
る
マ
ネ
ロ
ン
・
テ

ロ
資
金
供
与
対
策
に
対
す
る
国
際
社

会
の
要
請
は
着
実
に
高
ま
り
を
見
せ

て
い
る
。

　

そ
の
よ
う
な
な
か
、
来
年
に
は
わ

が
国
に
対
し
て
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
に
よ
る

第
４
次
対
日
相
互
審
査
が
実
施
さ
れ

る
予
定
で
あ
り
、
金
融
機
関
と
監
督

当
局
の
双
方
が
、
リ
ス
ク
ベ
ー
ス
で

実
効
的
な
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供

与
対
策
を
実
施
し
て
い
る
か
ど
う
か

が
審
査
さ
れ
る
。

　

こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
、
金
融

庁
は
今
年
２
月
、「
マ
ネ
ー
・
ロ
ー

ン
ダ
リ
ン
グ
及
び
テ
ロ
資
金
供
与
対

策
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」（
以

下
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）
を
公
表
し
た
。

同
年
８
月
に
は
、
各
金
融
機
関
へ
の

ヒ
ア
リ
ン
グ
や
取
引
実
態
調
査
の
結

果
な
ど
を
踏
ま
え
、
金
融
庁
所
管
事

業
者
の
リ
ス
ク
管
理
態
勢
の
整
備
状

況
や
参
考
事
例
な
ど
を
中
心
に
取
り

ま
と
め
た
、「
マ
ネ
ー
・
ロ
ー
ン
ダ

リ
ン
グ
及
び
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
の

現
状
と
課
題
」（
以
下
、
マ
ネ
ロ
ン

レ
ポ
ー
ト
）
を
公
表
し
た
。

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
公
表
後
の 

取
組
み

　

金
融
庁
は
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
公
表

後
、
わ
が
国
の
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資

金
供
与
リ
ス
ク
管
理
態
勢
の
高
度
化

に
向
け
、
金
融
機
関
な
ど
に
対
し
、

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
の
ギ
ャ
ッ
プ
分
析
、

送
金
取
引
に
関
す
る
緊
急
チ
ェ
ッ
ク

シ
ー
ト
、
取
引
実
態
調
査
に
係
る
報

告
を
要
請
し
て
き
た
。
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海
外
機
関
投
資
家
が

地
銀
株
を
狙
う
五
つ
の
理
由

　

上
場
地
銀
の
外
国
人
株
主
比
率
が
上
昇
し
て
い

る
。
２
０
１
８
年
３
月
末
の
上
場
地
銀
77
社
の
平

均
は
13
・
５
％
。
10
年
度
の
７
％
か
ら
、
13
年
度

は
10
％
、
16
年
度
は
12
％
と
上
昇
基
調
を
た
ど
っ

て
い
る
。
18
年
３
月
末
時
点
に
お
け
る
外
国
人
株

主
比
率
の
高
い
地
銀
を
見
る
と
、
大
手
地
銀
に
交

じ
っ
て
ス
ル
ガ
銀
行
33
・
０
％
、
大
東
銀
行
28
・

６
％
、
沖
縄
銀
行
25
・
４
％
、
福
島
銀
行
24
・
５

％
と
、
中
小
地
銀
が
10
位
以
内
に
名
を
連
ね
て
い

る
こ
と
が
わ
か
る
。

　

こ
こ
で
言
う
外
国
人
株
主
と
は
、
主
に
海
外
機

関
投
資
家
の
こ
と
を
指
す
が
、
彼
ら
が
地
銀
株
を

狙
う
背
景
に
は
「
五
つ
の
理
由
が
あ
る
」（
市
場

関
係
者
）
と
い
う
。
①
Ｐ
Ｂ
Ｒ
で
見
て
「
割
安
」。

②
浮
動
株
を
「
集
め
や
す
い
」。
③
公
的
支
援
が

充
実
し
て
い
る
の
で
「
つ
ぶ
れ
な
い
」。
④
要
求

し
や
す
い
「
株
主
還
元
」。
⑤
地
銀
再
編
へ
の
期

待
か
ら
「
エ
グ
ジ
ッ
ト
ス
ト
ー
リ
ー
が
描
き
や
す

い
」、
の
五
つ
だ
。

長
崎
地
銀
の
統
合
承
認
で

地
銀
株
買
い
に
拍
車
？

　

ま
ず
、
地
銀
株
は
ど
れ
ほ
ど
割
安
な
の
か
。
上

場
企
業
の
低
Ｐ
Ｂ
Ｒ
ラ
ン
キ
ン
グ
を
見
る
と
、
何

と
１
〜
10
位
ま
で
地
銀
が
独
占
し
、
全
上
場
地
銀

が
Ｐ
Ｂ
Ｒ
１
倍
未
満
と
い
う
割
安
さ
。
Ｐ
Ｂ
Ｒ
１

倍
未
満
と
は
理
論
上
、
会
社
が
持
っ
て
い
る
純
資

産
よ
り
も
時
価
総
額
の
ほ
う
が
安
い
状
態
の
こ
と

で
あ
り
、
こ
の
時
点
に
お
い
て
は
株
式
を
保
有
す

る
よ
り
も
会
社
を
清
算
し
た
ほ
う
が
株
主
に
と
っ

て
利
益
が
大
き
い
こ
と
を
意
味
す
る
。

　

次
に
、
地
銀
株
を
な
ぜ
買
い
集
め
や
す
く
な
っ

て
い
る
の
か
。
背
景
と
し
て
は
、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト

ガ
バ
ナ
ン
ス
・
コ
ー
ド
（
Ｃ
Ｇ
Ｃ
）
に
よ
る
政
策

保
有
株
縮
減
の
流
れ
か
ら
、
メ
ガ
バ
ン
ク
な
ど
が

地
銀
株
を
手
放
し
て
い
る
動
き
が
あ
る
。
さ
ら
に
、

「
安
定
株
主
だ
っ
た
地
元
の
上
場
企
業
も
地
銀
株

を
手
放
す
傾
向
に
あ
る
」（
市
場
関
係
者
）
と
い

い
、「
地
元
の
個
人
株
主
も
増
配
で
株
価
が
上
が

る
と
あ
っ
さ
り
売
り
抜
け
る
傾
向
が
見
ら
れ
る
」

（
同
）
と
い
う
。

　

「
銀
行
は
つ
ぶ
れ
な
い
」
と
い
う
安
心
感
も
買

い
材
料
だ
。
金
融
シ
ス
テ
ム
安
定
の
観
点
か
ら
、

金
融
機
関
に
対
し
て
は
公
的
支
援
措
置
が
充
実
し

て
い
る
。
と
り
わ
け
日
本
で
は
、「
貸
出
強
化
」

を
名
目
に
自
己
資
本
が
所
要
水
準
割
れ
す
る
前
に

予
防
的
に
資
本
注
入
で
き
る
金
融
機
能
強
化
法
が

あ
る
。「
資
本
問
題
が
起
き
る
前
に
強
化
法
で
救

わ
れ
る
」
と
い
う
憶
測
が
安
心
材
料
に
な
っ
て
お

り
、
一
部
か
ら
は
「
投
資
家
の
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド

を
招
い
て
い
る
」
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

　

そ
し
て
、
地
銀
に
対
す
る
株
主
還
元
要
求
の
し

や
す
さ
。
18
年
６
月
に
改
訂
さ
れ
た
Ｃ
Ｇ
Ｃ
で
は
、

上
場
企
業
の
政
策
保
有
株
の
縮
減
を
明
確
化
し
、

企
業
に
資
本
効
率
を
高
め
る
経
営
を
要
請
し
た
。

海
外
機
関
投
資
家
が
狙
う
銘
柄
は
、
低
Ｒ
Ｏ
Ｅ
の

企
業
で
か
つ
現
預
金
や
政
策
保
有
株
を
多
く
抱
え
、

高
い
自
己
資
本
比
率
と
い
う
特
徴
が
あ
る
。
上
場

地
銀
の
Ｒ
Ｏ
Ｅ
は
18
年
３
月
末
決
算
の
実
績
で
マ

イ
ナ
ス
10
・
６
〜
７
・
５
％
（
単
純
平
均
で
３
・

５
％
）
で
あ
り
、
上
場
企
業
の
全
体
平
均
10
％
を

超
え
る
地
銀
は
皆
無
だ
。
つ
ま
り
地
銀
に
は
積
極

的
な
株
主
還
元
を
求
め
や
す
く
、
成
長
の
た
め
の

投
資
余
地
が
乏
し
い
こ
と
も
配
当
や
自
社
株
買
い

要
求
に
拍
車
を
掛
け
て
い
る
。

　

最
後
に
、
エ
グ
ジ
ッ
ト
ス
ト
ー
リ
ー
が
描
き
や

上
場
地
銀
の
外
国
人
株
主
比
率
が
ジ
ワ
ジ
ワ
と
上
昇
し
て
い
る
。
Ｐ
Ｂ
Ｒ
で
見
て
「
割
安
」
な

う
え
、
株
主
還
元
を
要
求
し
や
す
く
、
再
編
で
エ
グ
ジ
ッ
ト
ス
ト
ー
リ
ー
も
描
き
や
す
い
こ
と

な
ど
が
背
景
に
あ
る
。
地
銀
の
主
要
株
主
と
な
っ
た
海
外
機
関
投
資
家
は
株
主
還
元
要
求
を
強

め
て
お
り
、
地
銀
の
中
に
は
有
価
証
券
の
益
出
し
に
よ
っ
て
配
当
原
資
を
捻
出
す
る
動
き
も
あ

る
。
日
銀
は
こ
う
し
た
状
況
を
「
地
銀
の
ス
ト
レ
ス
耐
性
の
脆
弱
化
に
つ
な
が
る
」
と
憂
慮
す

る
が
、
再
編
期
待
か
ら
外
国
人
株
主
比
率
が
一
段
と
高
ま
る
こ
と
も
予
期
さ
れ
て
い
る
。

再
編
期
待
で
一
段
の
上
昇
が
予
期
さ
れ
る

地
銀
の
外
国
人
株
主
比
率
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モ
デ
ル
転
換
を
迫
ら
れ
る

地
域
銀
行

少
子
高
齢
化
の
進
行
や
マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策
の

長
期
化
な
ど
に
よ
り
、
地
域
銀
行
の
経
営
環
境
は

一
段
と
厳
し
さ
を
増
し
て
い
る
。
実
際
、
２
０
１

８
年
３
月
期
決
算
に
お
い
て
も
、
顧
客
向
け
サ
ー

ビ
ス
業
務
（
貸
出
・
手
数
料
ビ
ジ
ネ
ス
）
か
ら
得

ら
れ
る
利
益
は
、
地
方
銀
行
・
第
二
地
方
銀
行
１

０
５
行
の
う
ち
約
半
数
で
赤
字
と
な
っ
て
い
る
。

地
域
銀
行
は
、
資
金
利
益
が
業
務
粗
利
益
の
約

９
割
を
占
め
る
と
い
う
極
め
て
か
た
よ
っ
た
収
益

構
造
と
な
っ
て
お
り
、
そ
れ
ゆ
え
、
こ
れ
ま
で
は

「
貸
出
依
存
・
ボ
リ
ュ
ー
ム
拡
大
」
型
の
ビ
ジ
ネ

ス
モ
デ
ル
が
主
流
だ
っ
た
。
し
か
し
、
わ
が
国
の

総
人
口
は
08
年
を
ピ
ー
ク
に
減
少
局
面
へ
と
転
じ
、

こ
う
し
た
戦
略
は
早
晩
手
詰
ま
り
と
な
る
公
算
が

大
き
い
。
加
え
て
市
場
運
用
で
も
、
マ
イ
ナ
ス
金

利
政
策
の
長
期
化
に
よ
っ
て
日
本
国
債
へ
投
資
す

る
だ
け
で
は
十
分
な
収
益
が
見
込
め
な
い
状
況
が

続
い
て
い
る
。

地
域
銀
行
が
こ
の
厳
し
い
現
状
を
打
開
す
る
に

は
、
自
ら
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
従
来
の
延
長
線

上
で
は
な
く
、
抜
本
的
に
変
革
す
る
こ
と
が
必
要

だ
。
し
か
し
、
地
域
銀
行
が
置
か
れ
た
経
営
環
境

は
そ
れ
ぞ
れ
異
な
り
、
共
通
解
が
存
在
す
る
わ
け

で
は
な
い
。
さ
ら
に
、
目
先
の
収
益
確
保
の
必
要

性
も
相
ま
っ
て
、
地
域
銀
行
の
持
続
可
能
な
ビ
ジ

ネ
ス
モ
デ
ル
の
構
築
に
向
け
た
本
格
的
検
討
は
進

展
し
て
い
な
い
。
今
後
、
深
度
あ
る
議
論
を
行
う

た
め
に
は
何
を
よ
り
ど
こ
ろ
と
す
れ
ば
よ
い
の
だ

ろ
う
か
。
そ
こ
で
有
用
と
な
る
の
が
「
リ
ス
ク
ア

ペ
タ
イ
ト
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク（
Ｒ
Ａ
Ｆ
）」で
あ
る
。

新
た
な
モ
デ
ル
構
築
に

有
用
な
Ｒ
Ａ
Ｆ
の
可
能
性

Ｒ
Ａ
Ｆ
は
、
金
融
機
関
が
自
ら
の
戦
略
目
標
や

事
業
計
画
を
達
成
す
る
た
め
に
進
ん
で
受
け
入
れ

る
リ
ス
ク
の
種
類
・
量
を
「
リ
ス
ク
ア
ペ
タ
イ

ト
」
と
し
て
設
定
し
、
こ
れ
と
金
融
機
関
が
あ
る

一
時
点
で
保
有
す
る
リ
ス
ク
の
種
類
・
量
で
あ
る

「
リ
ス
ク
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
」
を
常
に
比
較
し
な
が

地域銀行の経営環境は、一段と厳しさを増している。「持続可能な
ビジネスモデルの構築」は喫緊の課題だが、苦境を打開する道筋
はなかなか見えてこない。その処方箋を考えるうえで有用なツー
ルとなりうるのが「リスクアペタイトフレームワーク（RAF）」
である。本稿では、RAFを活用し、目指すべき収益構造とキャピ
タルアロケーションとの整合性を取りながら、ビジネスモデルの
抜本的転換を図るためのプロセスを提示したい。

リスクアペタイトフレーム
ワークを活用した
地銀経営の変革

生き残りの処方箋を策定する
ツールとしてのＲＡＦの有用性

みずほ総合研究所　社長　

髙橋 秀行
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